
全国農林水産物直売所実態調査から
見える、直売所の今

～全国農林水産物直売所実態調査の中間報告～

平成30年2月1日

一般財団法人都市農山漁村交流活性化機構(まちむら交流きこう)

第16回 全国農林水産物直売サミット（2018.2.1） 話題提供



全国農林水産物直売所実態調査の概要
【調査概要】
１ 調査目的 ●常設・通年営業を行う全国の農林水産物直売所の運営実態の把握

●全国の直売所が抱える課題および課題への対応策の把握

●直売所を取り巻く環境の変化を知り、持続的な経営に役立てる

２ 調査対象 全国の常設・通年営業を行う農林水産物直売所 4,250店

※当機構のデータベースに名簿登録されている店舗

３ 調査期間 平成29年9月11日～10月20日(締切)

４ 調査方法 ・配布方法 ダイレクトメール（郵送）による個別店舗送付

・回収方法 FAX・mail送信による回収

５ 調査票回収数 1,150店舗(回収率27%) ※平成29年12月時点

6    設問内容 開設目的、運営組織、営業内容、事業内容、経営内容等 約100問

7    最終報告 平成30年4月頃に公表を予定
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860店

776

671

469

361

305

197

182

158

156

119

19

74.8%

67.5%

58.3%

40.8%

31.4%

26.5%

17.1%

15.8%

13.7%

13.6%

10.3%

1.7%

1 生産者の所得向上のため

2 地域農業の振興のため

3 地域活性化の拠点づくり

4 消費者との交流の場づくり

5 高齢者の生きがいづくり

6 地域経済の活性化

7 女性の活躍の場づくり

8 集客施設における賑わいづくり

9 新たな雇用の場の創出

10 地域のアンテナショップとして

11 企業の収益向上のため

12 その他

1     直売所開設の目的について（複数回答）

生産者の所得向上 地域農業の振興 地域活性化の拠点づくりが、
直売所を開設した三大目的

1   直売所の開設目的
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22.7%

10.5%

15.2%
27.4%

2.8%

11.9%

9.5%

２-① 直売所の経営主体について

1 生産者主体の任意組織

2 生産者主体の法人

3 公社・第３セクター

4 ＪＡ

5 行政

6 民間企業

7 その他

2.0% 2.6%

10.8%

14.5%

36.2%

18.0%

15.3%

0.5%

２-② 直売所の売場面積について

1 1,500㎡以上

2 1,000～1,500㎡未満

3 500～1,000㎡未満

4 300～500㎡未満

5 100～300㎡未満

6 50～100㎡未満

7 50㎡未満

8 その他

●18年度調査（注）との比較では、「生産者主体の任意
組織」が36%から23%に減少、「生産者主体の法人」が
13%から10%に減少している。
●一方、伸びているのが「JA」で、22%から27%に増加
している。「民間企業」の割合も5%から12%に増加し
た(前回調査では「生産者主体以外の法人」という回答
項目)。
●本年度の調査による「その他」の経営主体は、JF、
NPO、個人、観光協会、商工会の順に多い回答となって
いる。

●18年度調査との比較では「300㎡以上」の売場面積の店が
13%から31%に拡大している。
●最も多い回答は「100～300㎡未満」(36%)であり、1000㎡
以上の大型店も5%(51店舗の回答)で、大型化も進んでいる。
●一方、100㎡未満の店は、18年度は全体の約5割(49%)で
あったが、本年度は約3割(33%)に減少している。

2 直売所の動向 ①経営主体 ②売場面積

※注:「18年度調査」とは平成18年度に当機構が行った直売所実態調
査で、全国4,645店（常設・通年営業店）を対象とし、1,436店より
回答を得た。売上実績などは17年度のものである。

JAの他、多様な経営主体が増加し、1店当たりの売場面積は広がっている
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●18年度調査との比較では「500名以
上」の登録出荷者の店が、4%から11%
に増加している。
●前回は最も割合の多かった登録数は
「50名未満」(36%)だったが、今回は
「100～300名未満」が35%と最も多く
なっている。

●18年度調査との比較では「10
名以上」の正職員を雇用する店の
割合はいずれも7%であり、その
他の項目も大きな変化はない。
●一方、「正職員なし」の割合は
23%から27%と増加している。

3%
8%

13%

35%

19%

21%

1%

２-③ 登録する出荷会員数について

1 1,000名以上

2 500～999名

3 300～499名

4 100～299名

5 50～99名

6 50名未満

7 その他

7%

14%

36%15%

27%

1%

２-④ 給与を負担している正職員

1 10名以上

2 5～10名未満

3 2～5名未満

4 1名

5 なし

6 その他

2% 3%

6%

13%

26%36%

13%

1%
２-⑤ パート・アルバイト数

1 40名以上

2 30～40名未満

3 20～30名未満

4 10～20名未満

5 5～10名未満

6 5名以下

7 なし

8 その他

●18年度調査との比較では、「20
名以上」のパート・アルバイトを
雇用する店が、4%から11%に増加
している。
●一方、「5名以下(なしも含む)」
の割合は約68%から49%に減少し
ている。

2  直売所の動向
③登録出荷者数 ④正職員 ⑤パート・アルバイト

1店あたりの登録会員数が増加。正職員の数は横ばいで、パート・アルバイト
の雇用が拡大している
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●18年度調査との比較では、「5億以上」の年間売上額の店が2%から7%に増加している。
●「1～3億未満」の店は21%から26%に伸び、現在、最も多い割合である。次いで多い割合が「1千万から3千万
未満」の店で約19%となっている。
●一方、「1億未満」の店の割合は全体の69%から59%に減少しているため、常設・通年営業の1店あたりの年間
売上平均額は伸びていると推測される。注：18年度調査では「⑦直売部門の年間売上額」のみの調査としてい
る。

2  直売所の動向
⑥施設全体の年間売上総額 ⑦直売部門の年間売上額

1.4%
3.1%

8.8%

11.8%

27.6%
15.5%

9.6%

13.6%

8.5%

0.1%

２-⑥ 施設全体の年間売上総額

1 20億以上

2 10～20億未満

3 5～10億未満

4 3～5億未満

5 1～3億未満

6 5千万～1億未満

7 3千万～5千万未満

8 1千万～3千万未満

9 1千万未満

10 その他

0.3% 1.9%
4.8%

8.1%

25.7%

15.5%

10.1%

18.8%

14.7%

0.4%

２-⑦ 年間売上総額のうち直売部門の年間売上額

1 20億以上

2 10～20億未満

3 5～10億未満

4 3～5億未満

5 1～3億未満

6 5千万～1億未満

7 3千万～5千万未満

8 1千万～3千万未満

9 1千万未満

10 その他

1～3億の年間売上の店が最も多いが、全体の約6割は売上1億未満である
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1026店

656

559

224

174

122

98

98

60

55

89.2%

57.0%

48.6%

19.5%

15.1%

10.6%

8.5%

8.5%

5.2%

4.8%

1 出荷者の高齢化

2 出荷量・出荷頻度の減少

3  出荷者数の減少

4 役員等の世代交代

5 会合等出席者の減少

6 部会・行事等の運営負担

7 組織・出荷者内の人間関係

8 地元行政等との連携・調整

9 関係組織間との連携・調整

10 地元農協等との連携・調整

3-① 運営組織の課題について

3  直売所の課題 ①運営組織の課題

出荷者の高齢化、これに伴う出荷量と出荷者数の減少が大きな課題
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その他の回答
・売上減少の中、事務局業務量は多く、通常勤務時間内ではこなせない
・店舗間での出荷者、出荷物の取り合い
・新規出荷者の獲得
・人材（特に管理者）の育成
・年中無休のため従業員研修が難しい
・店員の仕事の負担が大きくなり増やしたいが人材不足
・これ以上給料を支払う余裕がない
・出荷者のマナー低下
・自分たちの（会員）直売所という意識不足
・講習会の参加率低迷
・高齢により品質の悪化



3  直売所の課題 ②店の営業の課題

商品不足、人材確保、商品の品質管理が課題

2326
5471

100104117129136136136154
193210219

247264282295315
358361380395408

603
646店

2.0%

2.3%

4.7%

6.2%

8.7%9.0%

10.2%

11.2%

11.8%

11.8%

11.8%

13.4%
16.8%

18.3%

19.0%
21.5%

23.0%
24.5%

25.7%
27.4%

31.1%
31.4%

33.0%

34.3%

35.5%
52.4%

56.2%

2
7

そ
の
他

2
6

交
通
渋
滞

2
5

  

山
菜
、
き
の
こ
類
の
誤
販
売

2
4

放
射
性
物
質
の
検
査

2
3

レ
ジ
機
器
等
の
不
具
合
・老
朽
化

2
2

競
合
店
と
の
生
産
者
の
奪
い
合
い

2
1

ク
レ
ー
ム
の
増
加

2
0

競
合
店
と
の
顧
客
の
奪
い
合
い

1
9

商
品
の
集
荷

1
8

什
器
（商
品
棚
等
）の
老
朽
化

1
7

従
業
員
の
人
間
関
係

1
6

万
引
き
の
増
加

1
5

農
薬
使
用
確
認

1
4

出
荷
会
員
の
指
導
徹
底

1
3

店
舗
の
老
朽
化

1
2

駐
車
場
の
不
足

1
1

従
業
員
の
労
務
管
理

1
0

加
工
品
の
品
質
管
理

9

売
り
場
面
積
の
不
足

8

売
れ
残
り
商
品
の
処
分

7
 

食
品
表
示
の
徹
底

6
 

従
業
員
の
高
齢
化

5

賞
味
期
限/

消
費
期
限
の
管
理

4

時
間
帯
に
よ
る
商
品
不
足

3
 

生
鮮
物
の
品
質
管
理

2

従
業
員
の
人
材
確
保

1

季
節
に
よ
る
商
品
不
足

３-② 直売所を営業する上での課題

その他の回答
・駐車場不足、駐車対策
・事務所とバックヤードが狭い
・従業員のレベルアップ
・高速道路整備による客数減
・本体施設の客数減少による売上減少
・立地条件
・万引きあり
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3  直売所の課題 ③経営上の課題

客数の減少や客層の高齢化、人件費の拡大に伴い、収益が減少している

591店

534

409

352

263

252

234

135

109

94

61

50

42

35

34

21

51.4%

46.4%

35.6%

30.6%

22.9%

21.9%

20.3%

11.7%

9.5%

8.2%

5.3%

4.3%

3.7%

3.0%

3.0%

1.8%

1 収益の減少

2 客数の減少

3 人件費の拡大

4 客層の高齢化

5 消費税増税への対応

6 固定経費の拡大(各種保険料、施設整備費等)

7 客単価の低下

8 販売手数料の値上げ

9 行政などの資金補てんが必須

10 役員など無償労働の増加

11 経営母体(農協や企業など)による資金補てんが必須

12 飲食・軽食部門の赤字

13 経営母体(農協や企業など)からの人材派遣が必須

14 その他

15 出荷会員など無償労働の増加

16 行政などの人材派遣が必須

３-③ 直売所の経営課題について
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その他の回答
・気候条件の悪化による生産物の減少
・入荷野菜数の減少
・理事のなり手がいない
・店の老朽化
・法改正対応
・組織の法人化
・経営団体の変更
・道路開通による人の流れの変化
・同業者との差別化
・オフシーズンの集荷
・主品目不作時の赤字
・冷蔵庫等の修理増
・地域全体の人口減少と高齢化



４ 課題への対応法 ①出荷会員に対する支援策

618店

547

519

505

442

434

425

336

241

184

134

132

131

128

96

88

79

32

27

16

14

53.7%

47.6%

45.1%

43.9%

38.4%

37.7%

37.0%

29.2%

21.0%

16.0%

11.7%

11.5%

11.4%

11.1%

8.3%

7.7%

6.9%

2.8%

2.3%

1.4%

1.2%

1 売上情報メール配信

2 先進地視察研修

3 クレーム内容の共有

4 栽培技術講習

5 食品表示講習

6 売上日報・月報等の情報共有

7 農薬使用講習

8 残品処分

9 不足商品の情報開示

10 商品の集荷支援

11 POP/ラベル講習

12 新規作物栽培講習

13 種苗等の配布

14 各種表彰・顕彰の実施

15 農業資材の補助

16 商品の荷造り支援

17 食品加工技術講習

18 エコファーマー取得支援

19 若手会員の研修

20 GAP認証取得支援

21 繁忙期の営農支援

4-① 出荷会員に対する支援策について
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出荷量・品目の拡大と品質向上に向けた、生産支援が進んでいる

その他の回答
・農産物の買取(売れ残り品・規格外品等)
・売上に応じた出荷奨励金
・不足商品に対する出荷手数料1割引き
・青年部に部会補助金（年10万円） ・各部会運営費補助
・ハウス導入補助 ・加工機械等導入補助
・給食センターへの納品支援 ・袋詰め等サービス
・健康診断等の福利厚生事業の実施
・栽培方法認定（金銀銅のランク付）・残留農薬検査
・土壌診断 ・有機肥料の配布
・年間総売上に対する上位ベスト10表彰
・年間数量及び出荷日数に対する上位ベスト10表彰
・売れ筋商品の情報提供 ・売上情報の音声応答サービス



４ 課題への対応法 ②商品不足解消に向けた工夫

731

499

143

136

134

113

93

93

91

83

64

62

52

10

63.6%

43.4%

12.4%

11.8%

11.7%

9.8%

8.1%

8.1%

7.9%

7.2%

5.6%

5.4%

4.5%

0.9%

1 電話による出荷呼びかけ

2 売上情報の発信(メール等)

3 年間作付計画の提出

4 生産者との個別面談

5 時差出荷の推奨

6 重点生産品目の設定

7 同一都道府県内の直売所(生産者)との連携

8 全国の直売所(生産者)との連携

9 種苗会社等による作付け指導

10 商品集荷サービス(無料)

11 商品集荷サービス(有料)

12 直売所としての農業生産活動

13 不足作物の種苗配布

14 店内商品棚映像の配信

４-② 商品不足の解消に向けた工夫

電話やメールの呼びかけに加えて、店と生産者の連携を進めている

その他の工夫：自由回答
・冬季間のハウス栽培のためのハウス補助利用（市・JA）
・冬季の手数料減
・道の駅交流品の仕入れ
・地域外の準会員を加入
・県内の他の地域（高冷地）から入れる
・農事組合法人による生産品の出荷
・軽自動車で訪問販売の事業者と連携
・過去のデータに基づいた根拠ある作付依頼
・作付けを数回同一野菜で行い、出荷時期を延長する
・栽培カレンダーを作成して指導
・地域ごとに振興品目を決め、作付け時期をずらす
・午後から出荷した野菜に午後出荷シールをはる
・仕入品売上ベスト10の生産者への提示
・生産者の出荷能力の把握 ・種・苗など無料配布
・若手生産者が試験的に作る作物への畑の提供
・商品不足時には地域の珍しい商品を置く
・飲食店等の取引ルートの確立
・手作り工芸品の販売 ・自社製品（加工品）の開発
・主力作物は計画栽培する ・農家別播種計画
・農家の巡回 定期的な出荷会員宅への訪問

(一財)都市農山漁村交流活性化機構 2018.2.1



４ 課題への対応法 ③人材確保・活用の工夫

多様な人材を活用し、労働内容に見合った対価をきちんと支払う
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34.6%

28.1%

22.8%

19.6%

16.2%

15.7%

11.8%

10.8%

7.1%

7.0%

6.3%

4.3%

2.9%

1.0%

0.7%

1 定年退職者の雇用

2 賞与等各種手当金の支払い

3 勤続年数による賃上げ

4 社会保険等の加入徹底

5 スタッフ研修の充実

6 土日・繁忙期の賃金割増（日）

7 学生の雇用

8 各種資格取得への支援・補助

9 障がい者の雇用

10 早朝・夜間帯等の賃金割増

11 地域おこし協力隊の活用

12 行政職員による応援

13 農業研修生の活用

14 ボランティアの活用(出荷会員は除く)

15 外国人の活用

４-③ 人材確保・活用で実施している取組みについて

(一財)都市農山漁村交流活性化機構 2018.2.1

その他の工夫：自由回答
・地元の農業高校、農業大学に求人をする
・就職情報誌の活用
・就業可能日の自己申告制度を導入
・有給と取りやすく ・有給休暇取得の徹底
・地域活性化や商売に関心のある人を雇用
・LINEを活用した情報の一元化と共有
・就労体験、インターンシップの受入
・運用マニュアル整備とジョブローテーショ
ンによる職員のマルチスキル化

・定年の延長
・働く意欲のある人は定年後も雇用
・ワークシェアリング
・高齢者の継続雇用につとめる



４ 課題への対応法 ④お客様対応の工夫

多品目・多品種を扱う直売所では、試食と食べ方提案が大切
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34
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54.7%

51.5%

42.9%

30.4%

28.9%

25.0%

21.0%

19.5%

18.7%

14.8%

13.7%

5.0%

4.5%

3.0%

2.8%

1.2%

1 試食の実施（売り場）

2 レシピ（調理法）等の配布・掲示

3 商品POPの充実

4 チラシの発行・配布

5 独自のホームページの開設

6 クレジットカード決済

7 ＳＮＳ(フェイスブック・ツィッター等)での情報発信

8 地元紙・タウン誌等での広告宣伝

9 ポイントカードの発行（システム導入）

10 ポイントカードの発行（紙ベース）

11 試食会等の開催

12 戸別配達サービス

13 電子マネー決済

14 案内人の配置

15 メールマガジンの発行

16 セルフレジシステムの導入

４－④ お客様対応の工夫について

(一財)都市農山漁村交流活性化機構 2018.2.1

その他の回答
・小イベントを実施する
・イベントカレンダーの作成
・イベント時は生産者による対面販売
・週末（1日）の外売り販売
・月1回第3月曜日に夕方市を開催
・週1回のランチタイムサービス
・高齢者の買物の介助
・店内にお茶飲みスペースの配置
・お買い上げ品の車までの運搬サービス
・予約 ・お取り置き制度 ・料理教室の開催
・デイサービス、老人会などでの出張販売
・アテンダーの配置（声掛け販売）
・組合員へメンバーカードを配布し、月3回5%割引



5  直売所開設・運営の効果

直売所は生産者の所得向上と生きがいづくりにつながった
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５ 直売所を開設・運営して生じた効果

(一財)都市農山漁村交流活性化機構 2018.2.1



6  今後、直売所が目指す方向性

地産地消の拠点施設として、地場産物にこだわった店づくりを進める
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70.5%

45.5%

37.5%

29.5%

21.7%

21.6%

19.8%

8.6%

6.8%

2.2%

0.6%

1 地産地消の拠点施設として、地場産物の販売にこだわった営業

2 地域住民の買い物拠点として、仕入品の取り扱いも含む品揃えの充実

3 観光客の獲得に向けて、特産品や土産物など充実した品揃え

4 農業振興の拠点として、営農活動の支援や生産者の育成

5 地域社会と連携し、地域貢献活動や社会福祉活動の強化

6 地域の自然・環境・農林水産業に配慮した、持続的な事業運営

7 飲食・加工・体験事業などに取り組む、事業の多角化

8 近隣の直売所や小売店などとの統合や連携

9 営業日・営業時間の短縮や事業の見直しなど経営縮小

10 直売事業からの撤退

11 その他

６ 今後の目指す方向性について

(一財)都市農山漁村交流活性化機構 2018.2.1


